
平成 26 年 10 月 27 日 

株式会社日本政策金融公庫 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）中小企業事業では、高い成長性が見込まれる新

たな事業へ取り組む中小・ベンチャー企業を支援する特別貸付制度「新事業育成資金」

の平成 26 年度上期の融資実績が、232 億円と過去最高となりました。 

これは、平成 12 年の制度創設以来、過去最高であった平成 25 年度（※）の上期実績

（163 億円）を大きく上回るものです。 

（※）平成 25 年度の同制度による年間融資額は、リーマン・ショックの影響で最低水準まで

落ち込んだ平成21年度のほぼ倍にあたる357億円の実績で、制度創設以来過去最高でした。 

平成 25 年度までは、景気の持ち直し等による先行きの売上拡大を見込んだ、運転資

金を中心とした融資金額の増加に留まっていましたが、平成 26 年度上期においては、

設備資金の伸びが 202％（前年同期比）と、運転資金のそれを大きく上回り、中小・ベ

ンチャー企業における新事業への挑戦意欲の高まりが、設備投資にまで広がってきたも

のと思われます。 

日本公庫では、政策金融機関として、今後も「新事業育成資金」を活用しながら、高

い成長性が見込まれる新事業に取り組む中小・ベンチャー企業を積極的に支援していき

ます。 

 

【新事業育成資金の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「新事業育成資金」の上半期実績が過去最高に 

～新事業展開に必要となる設備資金の需要が増加～ 

（億円） （社） 

ニュースリリース 



【直近３期及び今年度上期の推移】 

 

・ 平成 25 年度（25/4～26/3）までは、運転資金が特に高い伸びを示し、設備資金は横ばいで

推移していました。 

・ 今回公表した平成 26 年度上期実績においては、これまでの運転資金の伸びに続いて、設備

資金に対する資金需要が大きく伸びてきました。 

・ これは、新事業に取り組む中小・ベンチャー企業が、先行きの売上拡大を見込み、新たな設

備投資を行う企業が増えてきたものと考えられます。 

 

【ご融資事例】 

企 業 名  株式会社 セレブレクス 代 表 者 加藤 雅弘 

住   所 大阪市淀川区宮原 4-5-36 業    種 半導体製造業 

新事業：低消費電力型高性能タイミングコントローラーLSI の開発・製造・販売 

 

・ 当社は、平成 24 年に設立されたファブレス半導体ベンチャー企業で、液晶ディスプレ

イ向け、低消費電力型タイミングコントローラーLSI の開発製造販売等を行っています。 

・ 自社開発の高速インターフェイス技術等を活用した、当社のタイミングコントローラー

LSI は、マイクロプロセッサと LCD パネル駆動 IC（ドライバー、バックライト等）間のデ

ータ伝送を高速化。高い画質制御機能によって、液晶ディスプレイの高精細な画像表示と、

低消費電力化を実現しました。今後、量産技術の確立と合わせ、販売増加が見込まれます。 

・ 日本公庫は、本事業の拡大に必要な資金として、新事業育成資金３億円の融資を実施し

ました。 

当社へのお問い合わせ ＴＥＬ：０６－６３９３－５５３１ 

(担当：宮森 清嗣 経理担当ディレクター） 

参 考 

高機能画像処理 
   ＋ 
低消費電力 

高速高機能 I/F 
＋ 

低消費電力 

 



「新事業育成資金」の概要（中小企業事業） 

 
 
 

 制度概要 

融資対象 

高い成長性が見込まれる新たな事業を行う中小企業であって、次の１～３の全てに当てはま

るかた。 

１.新たな事業を事業化させて７年以内のかた。 

２.次のいずれかに該当するかたなど。 

①公庫の成長新事業育成審査会から事業の新規性・成長性について認定を受けたかた。 

②他企業において利用されていない知的財産権に係る技術を利用して行う事業、中小企業

技術革新制度（SBIR）に係る特定補助金などの交付を受けて開発した技術を利用して行

う新事業、エンジェル税制の適用要件を満たす中小企業者が行う新事業等、一定の製品

化及び売上が見込めるかた。                      

３.公庫が継続的に経営課題に対する経営指導を行うことにより、円滑な事業の成長が期待で

きるかた。 

資金使途 新たな事業を行うために必要な設備資金及び長期運転資金 

融資限度 ６億円 

融資期間 
設備資金 １５年以内（うち据置５年以内） 

運転資金  ７年以内（うち据置２年以内） 

融資利率 

融資後５年目までは特別利率③（上限３％）、６年目以降は基準利率＋０．２％（上限３％） 

ただし、海外を含めたマーケティングを踏まえた国内外への販路開拓を行うなど、一定の要

件に該当する場合は、特別利率③（上限３％） 

（※）雇用の維持又は雇用の拡大を図る場合は、それぞれの利率－０．１％ 

その他 当公庫では、融資後も、経営課題についてきめ細かいアドバイスを行います。 

 

 

別 紙 


